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定款の一部変更に関するお知らせ 

 
当社は、平成 23 年３月 15 日開催の取締役会において、平成 23 年４月 26 日開催予定の当社第 60 期     

定時株主総会に「定款一部変更の件」を付議することを決議いたしましたので下記のとおりお知らせ 
いたします。 

 

記 

 

１．定款 

  （提案の理由） 

（１）取締役会の決議の省略に関する変更 

機動的な意思決定をなすべき必要に備えて、会社法第 370 条の規定に基づいて、取締役が提案した
取締役会決議事項について、当該事項について議決に加わることができる取締役全員が同意し、  
監査役が異議を述べない場合には、取締役会を開催せずに書面又は電磁的方法により取締役会の 
決議があったものとみなす規定を定款第 29 条として新設するものであります。  

（２）取締役及び監査役の責任免除に関する変更 

取締役及び監査役の職務執行が過度に萎縮することを防止し、それぞれが期待された役割を十分に
発揮できるようにするとともに、今後とも多様な人材を役員として登用することを可能にするため
に、会社法第 426 条第 1項の規定に基づいて、定款第 34 条として取締役会決議による取締役の責任
免除の規定を、定款第 46 条として取締役会決議による監査役の責任免除の規定をそれぞれ新設する
ものであります。 

なお、定款第 34 条の規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

（３）社外取締役の責任限定契約に関する変更 

社外取締役の招聘に当り、社外の優れた人材に対し、社外取締役の重責を求めるために、社外監査
役に限定されている定款第 43 条（社外監査役の責任限定契約）の規定と同様に、会社法第 427 条の
規定に基づき、社外取締役との間に責任限定契約を締結することを可能とする規定を定款第 35 条に
新設するものであります。 

なお、定款第 35 条の規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。  

 

２．定款変更の内容 

   定款変更の内容は、別紙（新旧対照表）のとおりです。 

 

３．日程 

   定款変更のための株主総会開催日 平成 23 年４月 26 日（火曜日） 

   定款変更の効力発生日      平成 23 年４月 26 日（火曜日） 

 

（注）上記の内容につきましては、平成 23 年４月 26 日開催予定の当社第 60 期定時株主総会において  

承認可決されることを条件といたします。 
 



 

（別紙） 
変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線部分  は、変更箇所を示します。） 
現  行  定  款 変    更    案 

第１条～第 28 条（条文省略） 第１条～第 28 条（現行どおり） 

（新設） 

（取締役会の決議の省略） 

第 29 条 当会社は、取締役が取締役会の決議の
目的である事項について提案をした場合
において、当該事項について議決に加わ
ることができる取締役の全員が書面又は
電磁的記録により提案に同意する意思表
示をしたときは、当該提案を可決する 
取締役会の決議があったものとみなす。
但し、監査役が当該提案について異議を
述べたときはこの限りではない。 

第 29 条～第 32 条（条文省略） 第 30 条～第 33 条（現行第 29 条～第 32 条のとお
り） 

（新設） 

（取締役の責任免除） 

第 34 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の 
規定により、取締役（取締役であった者
を含む。）が任務を怠ったことにより  
当会社に対して負担する損害賠償責任
を、法令に基づいて免除することができ
る金額を限度として、取締役会の決議に
よって免除することができる。 

 

（新設） 

（社外取締役の責任限定契約） 

第 35 条 当会社は、社外取締役との間で、会社
法第 423 条第１項の賠償責任について 
法令に定める要件に該当する場合には、
賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる。但し、当該契約に基づく賠償
責任の限度額は法令の定める額とする。 

 
第 33 条～第 42 条（条文省略） 第 36 条～第 45 条（現行第 33 条～第 42 条のとお

り） 

（新設） 

（監査役の責任免除） 

第 46 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の 
規定により、監査役（監査役であった者
を含む。）が任務を怠ったことにより  
当会社に対して負担する損害賠償責任
を、法令に基づいて免除することができ
る金額を限度とし、取締役会の決議によ
って免除することができる。 

 
第 43 条～第 51 条（条文省略） 第 47 条～第 55 条（現行第 43 条～第 51 条のとお

り） 

（附則） 

第１条～第３条（条文省略） 

（附則） 

第１条～第３条（現行どおり） 

 
以上 


